




1969.  3. 31 日本女子大学文学部社会福祉学科卒業
1971. 3. 31 中央大学大学院経済学研究科修士課程修了（経済学修士）
1994. 10. 27 博士（社会福祉学）・日本女子大学　『戦後社会福祉の展開と大都市最底辺』
職歴
1972. 4. 1 淑徳大学社会福祉学部非常勤講師（〜 1974. 3. 31）
1974. 4. 1 佛教大学社会学部非常勤講師（〜 1975. 3. 31）
1974. 10. 1 大阪市立大学家政学部助手　
1975. 4. 1 達 2 号により大阪市立大学生活科学部助手
1983. 7. 1  東京都立大学人文学部講師
1986. 4. 1  東京都立大学人文学部助教授（大学院兼担あり）
1991. 4. 1 中央大学経済学部非常勤講師（〜 1992. 3. 31）
1991. 3. 31 東京都立大学社会科学研究科修士課程社会福祉学専攻設置に関わる大学設置審審査Ｍ○合判定
1993. 3. 31 東京都立大学社会科学研究科博士課程社会福祉学専攻設置に関わる大学設置審審査Ｄ○合判定
1993. 4. 1 日本女子大学人間社会学部非常勤講師
1994. 4. 1 東京都立大学人文学部教授（大学院兼担）
1994. 4. 1 北海道大学教育学部非常勤講師（1994 年度夏期集中）
1994. 4. 1 琉球大学教育学部非常勤講師（1994 年度夏期集中）
1995. 4. 1 専修大学文学部非常勤講師（〜 1996. 3. 31）
1998. 4. 1 日本女子大学人間社会学部社会福祉学科教授（〜現在）
   日本女子大学大学院人間社会研究科を兼担
1995. 9. 1 財団法人家計経済研究所客員研究員（〜現在）
1997. 4. 1 立教大学社会学部非常勤講師（〜 1998. 3. 31）
1998. 4. 1 東京都立大学社会科学研究科非常勤講師（〜 1999. 3. 31）
1999. 4. 1 東洋大学大学院社会学研究科非常勤講師（〜 2001. 3. 31）
2001. 9. 25 英国ブリストル大学客員研究員（〜 2002. 9. 24）
2004. 4. 1 上智大学大学院文学研究科社会学専攻非常勤講師（〜 2004. 9. 30）
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2004. 4. 1 日本女子大学人間社会学部社会福祉学科長（〜 2005. 3. 31）
2005. 4. 1 日本女子大学人間社会学部長 （〜 2007. 3. 31）
2005. 4. 1 学校法人日本女子大学理事（〜 2007. 3. 31）
   学校法人日本女子大学評議員（〜 2007. 3. 31）
2005. 4. 1 上智大学総合人間研究科社会福祉学専攻非常勤講師（〜 2005. 9. 30）
2005. 4. 1 首都大学東京大学院人文科学研究科非常勤講師（〜 2006. 3. 31）
2007. 4. 1 上智大学総合人間研究科社会福祉学専攻非常勤講師（〜 2007. 9. 30）
2007. 10. 1 首都大学東京大学院人文科学研究科非常勤講師（〜 2008. 3. 31）
2007. 4. 1 日本女子大学西生田生涯学習センター長（〜 2008. 3. 31）
2008. 4. 1 日本女子大学現代女性キャリア研究所長（〜 2013. 3. 31）
2009. 4. 1 上智大学総合人間研究科社会福祉学専攻非常勤講師（〜 2009. 9. 20）
2010. 4. 1 日本女子大学人間社会研究科社会福祉学専攻主任（〜 2012. 3. 31）
授賞
1990. 6. 2 日本消費経済学会賞
1996. 5. 18 社会政策学会学術賞
1997. 7. 12 福武直賞
学会・学術活動
1975. 10.  社会政策学会正会員（〜現在）
1998. 6. 6 社会政策学会幹事（〜 2004. 5. 22）
2014. 10.  同　幹事（〜現在）
1977. 10.  日本社会福祉学会正会員（〜現在）
2001. 10. 21 同　理事
   日本社会福祉学会機関誌編集委員委員長（〜 2004. 10. 10）
2012. 10. 22 一般社団法人日本社会福祉学会　会長（〜現在）
2001. 1. 1 日本学術会議科学研究費委員会専門委員（〜 2001. 12. 1）
2003. 4. 16 厚生労働省厚生労働科学研究費補助金（政策科学推進研究事業）事前企画評価委員会委員 
（〜 2004. 4. 15）
2004. 5. 23 A member of the Editorial Advisory Board of Policy & Politics（〜現在）
2005. 1. 1 厚生労働省厚生労働科学研究費補助金（政策科学推進研究事業）事前企画評価委員会委員 
（〜 2005. 12. 31）
2009. 1. 1 同上（〜 2009. 12. 31）
2010. 1. 1 同上（〜 2010. 12. 31）
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2009. 10. 1 日本学術会議連携会員（〜 2014. 9. 30）
2010. 4. 1 国立社会保障・人口問題研究所「季刊社会保障研究」編集委員（〜 2013. 3. 31）
審議会委員等歴
1987. 9. 21 厚生省「世帯更生資金貸付制度基本問題検討委員会」委員（〜 1989. 6. 28）
1998. 8. 1 総務庁統計調査部平成 12 年国勢調査研究会委員（〜 1999. 3. 31）
1999. 7. 19 厚生省「ホームレスの自立支援方策に関する研究会」委員（〜 2000. 3. 8）
2000. 7. 31 厚生省「社会的な援護を要する人々に対する社会福祉のあり方に関する検討会」委員 
（〜 2000. 12. 8）
2001. 1. 29 厚生労働省社会保障審議会委員（〜 2011. 1. 28）
2003. 1. 29 厚生労働省社会保障審議会委員　統計分科会員（〜 2005. 1. 28）
2003. 1. 29 厚生労働省社会保障審議会福祉部会長（〜 2005. 1. 8）
2003. 4. 24 文部科学省大学設置・学校法人審議会（大学設置分科会）専門委員（〜 2004. 3. 31）
2003. 8. 6 厚生労働省社会保障審議会福祉部会「生活保護制度の在り方に関する専門委員会」委員長 
（〜 2004. 12. 15）
2004. 7. 23 文部科学省大学設置・学校法人審議会（大学設置分科会）専門委員（〜 2010. 3. 31）
2005. 5. 19 国土交通省社会資本整備審議会臨時委員（〜 2007）
2005. 7. 15 文部科学省私立大学研究高度化推進委員会（私立大学戦略的基盤整備委員会）委員 
（〜 2013. 8. 31）
2005. 8. 1 文部科学省大学設置・学校法人審議会（大学設置分科会）専門委員（〜 2010. 3. 31）
2008. 4. 16 参議院「国民生活・経済に関する調査会」参考人
2009. 7. 21 総務省独立行政法人評価委員会委員（〜 2013. 2. 20）
2011. 4. 13 参議院「国民生活・経済・社会保障に関する調査会」参考人
2012. 4. 26 厚生労働省「生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会」委員（〜 2013. 1. 25）
2013. 3. 23 厚生労働省社会保障審議会生活保護基準部会臨時委員・座長代理（〜現在）
2013. 11. 5 国立社会保障・人口問題研究所評議委員（〜現在）
地方公共団体　委員等役員歴
1993. 5. 19 社会福祉法人特別区人事・厚生事務組合社会福祉事業団情報保護審査会委員（〜現在）
1998. 11. 18 東京都日野市保健福祉計画・介護保険事業作成委員会委員（〜 2000. 3. 31）
1999. 6. 25 東京都福祉局「山谷対策検討委員会」委員（〜 2000. 3. 31）
1999. 3. 11 東京都府中市保育検討協議会会長（〜 1999. 9. 20）
1999. 6. 7 東京都府中市総合計画審議会委員（〜 2001. 6. 20）
2003. 4. 1 千葉県市川市ホームレス自立支援推進会議長（〜 2005. 3. 31）
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2003. 10. 1 府中市情報公開・個人情報保護審議会委員（〜現在）
2004. 2. 14 東京都新宿区ホームレスの自立支援等に関する推進策定委員会委員長（〜 2005. 2. 16）
2007. 4. 6 東京都後期高齢者医療広域連合情報公開・個人情報保護審議会委員（〜 2013. 4. 5）
2010. 4. 1 府中市次世代育成支援行動計画推進協議会委員委員長（〜 2012. 3. 31）
民間役員歴
1985. 4. 26 社会福祉法人全国社会福祉協議会「世帯更生資金貸付制度あり方研究委員会」委員 
（〜 1987. 3. 23）
1989. 10. 1 財団法人生協総合研究所評議員（〜 1999. 5. 31）
1995. 6. 13 生活協同組合コープとうきょう理事（〜 2005. 6. 10）
1997. 1. 1 日本赤十字社「21 世紀を迎える日本赤十字社の役割と在り方懇談会」委員（〜 1997. 3. 31）
1997. 9. 1 全国労働者共済生活協同組合理事（〜 1999. 8. 31）
1997. 10. 7 社会福祉法人東京都社会福祉協議会「生活福祉資金貸付事業のあり方に関する検討委員会 
（〜 1998. 3. 23）
1999. 6. 1 財団法人生協総合研究所理事（〜 2003. 5. 31）
2000. 4. 1 財団法人家計経済研究所評議員（〜現在）
2000. 12. 3 社会福祉法人特別区人事・厚生事務組合社会福祉事業団理事（〜現在）
2007. 4. 1 財団法人　損保ジャパン記念財団文献表彰事業審査委員（〜現在）





 1 老後生活費―今日と明日―　法律文化社　1990. 5. 30　
 2 消費社会の家族と生活問題 　培風館　1991. 6. 30　
 3 戦後社会福祉の展開と大都市最底辺　ミネルヴァ書房　1995. 8. 10　
 4 ホームレス / 現代社会 / 福祉国家　明石書店　2000. 3. 25　
 5 現代日本の貧困：ワーキングプア／ホームレス／生活保護　筑摩書房　2007. 5　
 6 社会的排除―参加の欠如・不確かな帰属　有斐閣　2008. 12　
【編著】　　
 7 戦後日本の家計調査　法律文化社　1983. 3. 20　岩田正美編著
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 8 リーディング日本の社会福祉 2 巻　貧困と社会福祉 編著（編集および序論執筆）　 
 日本図書センター　2010. 6　岩田正美編著
 9 （監修）リーディングス日本の社会福祉 全 8 巻　日本図書センター　2010. 6　岩田正美監修
【共編著】　　
10 パネルデータからみた現代女性　東洋経済新報社　1999. 10. 21　樋口美雄・岩田正美編著
11 公的扶助論　ミネルヴァ書房　2003. 2. 20　岩田正美・岡部卓・杉村宏編著
12 社会福祉の原理と思想：社会福祉原論　有斐閣　2003. 2　岩田正美・武川正吾・永岡正巳・平岡公一編著
13 貧困問題とソーシャルワーク：公的扶助論　有斐閣　2003. 8. 30　岩田正美・岡部卓・清水浩一編著
14 貧困と社会的排除―福祉社会を蝕むもの　ミネルヴァ書房　2005. 2. 10　岩田正美・西澤晃彦編著
15 Poverty and Social Welfare in Japan　Pasific Press　2008. 9　Masami Iwata & Akihiko Nishizawa eds
16 一番ヶ瀬社会福祉論の再検討　ミネルヴァ書房　2013. 12. 20　岩田正美・田端光美・古川孝順編著
【共著】　　
17 現代生活論　有斐閣　1988. 2. 20　岩田正美・松村祥子、宮本みち子
18 在宅介護の費用問題　中央法規出版　1996. 12. 15　岩田正美・平野隆之・馬場康彦共著




22 MINERUVA 社会福祉士養成テキストブック全 22 巻監修　ミネルヴァ書房　2007. 8. 1　 
 岩田正美・白澤政和・大橋謙作監修
23 MINERUVA 社会福祉士養成テキストブック「低所得者に対する支援と生活保護制度」　ミネルヴァ書房　 
 2007. 8. 20　岩田正美・杉村宏共編著
【分担執筆】
24 養育院百年史　東京都　1974. 3. 31　一番ヶ瀬康子編　　　　　岩田分担　第 4 編第Ⅰ〜 5 章 157-230
25 社会福祉論〔新版〕　有斐閣　1975. 11. 25　一番ヶ瀬康子・真田是編　 
 岩田分担　第 15 講日本の社会福祉運動 243-254
26 児童問題講座 1 児童政策　ミネルヴァ書房　1976. 1. 10　一番ヶ瀬康子編　 
 岩田分担　1 章 2 節　産業革命下の児童労働と社会政策　32-50
27 社会福祉と政治経済学　一粒社　1979. 12. 5　一番ヶ瀬康子編　 
 岩田分担　Ⅰ―2 現代の貧困と生活問題，187-22-33，Ⅲ―1 社会福祉の労働問題 253-265
28 中高年にみる生活危機　垣内出版　1981. 2. 20　本村汎・望月嵩編　 
 岩田分担　6 章中高年機の経済問題 160-190
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29 日本の生活問題と社会福祉　ドメス出版　1981. 6. 15　藤本武編　 
 岩田分担　第Ⅱ章　現代消費問題と福祉需要　99-110
30 社会福祉と貧困　法律文化社　1981. 11. 30　江口英一編　岩田分担　1−1　現代の生活と貧困　43-57
31 戦前日本の社会事業調査　勁草書房　1983. 2. 20　社会福祉調査研究会編　 
 岩田分担　第 4 章−1　被保護者調査　44-155
32 現代の生活と「社会化」　労働旬報社　1986. 2. 15　相沢与一・江口英一編　 
 岩田分担　1 章−3　生活の「社会化」と生活費の変容 129-147
33 生活分析から社会福祉へ　光生館　1987. 4. 25　江口英一編　岩田分担　1 章−1　今日の生活様式 1-24、 
 3 章−1　生活の基本要素となった社会保障・社会福祉　123-133
34 生活設計論　朝倉書店　日本家政学会編　1988　岩田分担　社会的生活標準の確立と自助原則 pp119-121
35 高齢社会への生活変容　出光書店　1990. 3. 25　社会保障研究所編　 
 岩田分担　第 3 編　12 年間の変化からみた同居家計と高齢者の生活費 353-371
36 日本社会調査の水脈　法律文化社　1990. 4. 10　江口英一編　 
 岩田分担　第 1 部　1−1　人々は貧困をどうとらえようとしたか　23-45　
37 社会政策と社会行政　法律文化社　1990. 2. 20　大山博・武川正吾編　 
 岩田分担　第 3 章　ニードと資源 43-67
38 コープワーカーズ考　労働旬報社　1991. 12. 15　協同組合労働研究会編  
 岩田分担　5 章　組合員は生協の仕事をどう問うか　189-206
39 社会老年学　東大出版会　1992. 8. 1　折茂肇編　岩田分担　第 2 章 2 家計と資産 1085-1095
40 講座生活学 4　生活経済論　光生館　1993. 6. 25　中川清・松村祥子編　 
 岩田分担　Ⅱ−3　生活経済の固計化　91-101　
41 長寿社会講座 2　長寿社会の社会保障　第一法規　1993. 12. 25　京極高宣・堀勝洋編　 
 岩田分担　第 7 章　高齢者の生活費用と社会政策 155-174
42 現代日本の生活問題　ミネルヴァ書房　1995. 7. 30　西村割道編著  
 岩田分担　6 章　現代の生活様式と生活費 47-176
43 21 世紀社会福祉学　有斐閣　1995. 7. 10　一番ケ瀬康子編　 
 岩田分担　第 1 部−1 現代の生活問題と社会政策 29-41
44 講座現代居住　1 歴史と思想　東大出版会　1996. 6. 17　大本圭野・戒能通厚編　 
 岩田分担　4　現代の貧困とホームレス 121-138
45 貧困・不平等と社会社会福祉　有斐閣　1997. 4. 25　庄司洋子・杉村宏・藤村正之編　 
 岩田分担　26 章　現代の貧困とホームレス 113-128
46 高齢者の権利擁護システム　勁草書房　1998. 5. 25　新井・小笠原・須永・高橋編　 
 岩田分担　第 1 部−3 高齢者の介護費用とその問題　37-46
47 現代の貧困と公的扶助　放送大学学園　1998. 3. 20　杉村宏著　 
 岩田分担　11 章要保護者の生活実態と生活保護（2）161-167、12 章生活保護の施設福祉　168-175
48 講座　戦後社会福祉の総括と 21 世紀への展望 1　ドメス出版　1999. 10. 15　一番ヶ瀬等編　 
 岩田分担　3 部−1 低所得者福祉、153-170
49 21 世紀の架け橋―社会福祉のめざすもの 1　社会福祉の理論と政策　中央法規出版　2000. 9. 15　 
 右田紀久恵・秋山智久・中村政則編　岩田分担　第 3 章 社会福祉とニード　29-43
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50 Comparing Social Policies: Exploring new perspectives in Britain and Japan Policy Press 2003. 2  
 Misa Izuhara ed. M. Iwata Chap. 10 Homelessness in Contemporary Japan 191-210
51 新しい社会福祉の焦点　光生館　2004. 1. 20　宇山勝儀・小林良二編著　 
 岩田分担　第 10 章　新しい貧困と「社会的排除」への施策、235-260
52 女性たちの平成不況　日本経済新聞社　2004. 4. 23　樋口美雄・大田清編　 
 岩田・濱本　第 8 章　デフレ不況下の貧困の経験　203-234 
53 リスク社会を生きる　岩波書店　2004. 12. 22　橘木俊詔編　 
 岩田分担　第 5 章　貧困になるリスク・貧困であることのリスク　125-158
54 現代の貧困と不平等　明石書店　2007. 2　青木紀、杉村宏編 
 岩田分担　15 章「貧困を貧困として語ること」からの再出発、274-297
55 福祉政策理論の検証と展望　中央法規　2008. 1　日本社会福祉学会編第 3 部第 1 章　 
 岩田分担　社会福祉政策における問題―対象化のプロセス、250-271
56 脱 ･ 格差社会をめざす福祉　明石書店　2009. 7. 30　鉄道弘済会社会福祉部編、 
 岩田分担　序章　現代の貧困と社会福祉の役割、7-44
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